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１ 総則 

 ⑴ 件名 

 庶務事務システム導入業務 

 ⑵ 目的 

当市において現行紙ベースで管理している出退勤管理、休暇申請等及び時間外勤務

命令等の手続についてシステム管理を導入することにより庶務事務の正確性の確保、

業務効率化及び職員負担の軽減を図ろうとするもの。 

 ⑶ システム構築の基本的な考え方 

① 当市においては、人事給与、財務会計、文書管理については既にシステム化がなさ

れているため、本件業務において庶務事務システムを新たに導入しようとするもの

であり、具体的には以下の業務をシステム管理しようとするものであること。なお、

旅行命令、旅費の支出は現行の財務会計システムにて処理しているため、本件業務に

は含まないものであること。 

   ア 出退勤管理 

   イ 時間外勤務・休日勤務管理 

   ウ 休暇管理 

  ② システム導入にあたっては、申請、届出、命令、認定、決裁等の手続に電子決裁を

導入しようとするものであること。 

  ③ システムを稼働させるネットワーク基盤については、情報系ネットワークとしよ

うとするものであること。したがってＬＧＷＡＮ回線を使用するものではないこと。 

  ④ システムはクラウド方式により導入することを基本としようとするものであるこ

と。したがってオンプレミス方式は原則予定していないところであること。 

  ⑤ システムは既存のネットワーク及びクライアント端末を使用するため、本件業務

にハードウエアの調達は含まないものであること。なお、データセンターとの接続に

専用線を用いるなど、提案内容により必要となる調達についてはこの限りではない

が、当該調達に要する費用についても本件業務に含み価格提案をすること。 

  ⑥ 現行の関連システム（人事給与システム、財務会計システム、文書管理システム）

との連携機能は本件業務において要求する必須事項ではないところであるが、現行

の人事給与システムが人事担当部署限りで、かつ、端末台数が限られる基幹系ネット

ワークにおいて運用されていることを踏まえ、庶務事務システムにおいて電子決裁

処理された手続に係るデータを現行の関連システムに連携させることで省力化・電

子化・効率化が図られる業務（主に人事給与に関する諸届業務を想定）についての提

案を期待するものであること。 

  ⑦ 本件業務に係る請負金額の支払いは、システム稼働後に月額使用料として支払お

うとするものであること。したがって、システム構築、セットアップ等に係る費用も

当該使用料に含み価格提案をすること。 

 

２ 業務の内容 

 ⑴ 業務執行体制の構築 

 ⑵ システムの設計、開発、セットアップ 

 ⑶ データ作成・移行 
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 ⑷ テスト運用の実施 

 ⑸ 研修の実施 

 ⑹ 保守・運用支援 

 ⑺ 成果物の納品 

 

３ 業務執行体制の構築要件 

 ⑴ 体制の構築 

   プロジェクト管理責任者の配置とプロジェクトのメンバーの役割を明記した本件業

務執行体制を記載した書面を作成・提出すること。 

 ⑵ プロジェクト計画書の策定 

   本件業務を円滑かつ確実に執行するため、クリティカルパスやマイルストーンなど

の進捗管理において重要な節目を明記したうえで、システム開発、セットアップ、デー

タ作成、テスト運用に係る作業内容やスケジュールを記載したプロジェクト計画書を

策定・提出すること。 

 ⑶ データ作成計画書の策定 

   「５ データ作成・移行」を踏まえ当市と受託者との役割分担を明記したデータ作成

計画書を策定・提出すること。 

 ⑷ テスト運用計画書の策定 

   上記⑶のデータ作成は、システム稼働直前まで変動するものであるため、暫定データ

を用いたテスト環境での運用検証に係るスケジュール、確認事項を明記したテスト運

用計画書を策定・提出すること。 

 ⑸ 会議体の設置と議事録の作成 

   定期的な進捗報告、工程ごとの作業完了報告、当市との役割分担の確認などを内容と

する会議体の設置と開催を実施し、当該会議体の会議に係る議事録を作成・提出するこ

と。 

 

４ システム要件 

 ⑴ 基本要件 

 ① クラウド型であること。 

  ② 原則としてクライアント端末にソフトウエアのインストールや環境設定ファイル

の配置等を必要とせずに使用できるＷＥＢアプリケーション方式であること。 

  ③ 当市にて現在稼働している以下に掲げる回線及びクライアント端末における動作

を保証するものであること。 

   ア 回線 情報系ネットワーク 

   イ クライアント端末 

    (ｱ) ＯＳ Windows10 

    (ｲ) ブラウザ InternetExplorer11、Firefox、MicrosoftEdge のうちのいずれか 
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    (ｳ) ウイルス対策ソフト kaspersky endpoint security for windows 

    (ｴ) オフィスソフト MocrosoftOffice2016 以降 

④ パッケージシステムの導入を基本とすること。また、カスタマイズでの対応が必要

な場合は、その旨を機能要件回答書に明記することとし、その費用を価格提案書に反

映させること。ただし、追加費用の発生を伴うカスタマイズについては、機能要件回

答書に当該追加費用の額を明記すること。導入後の全国的な制度改正に伴う対応に

ついてはバージョンアップによることとし、極力カスタマイズによる対応は行わな

いこと。 

  ⑤ 他社関連システムとの連携 

    関連システムとの連携に係る提案に当たっては、以下に示す当市の現行のシステ

ムとの連携を前提とすること。 

システムの区分 製造元 製品名 稼働ﾈｯﾄﾜｰｸ環境 

人事・給与 ＮＥＣ G-PRIME 基幹系 

財務会計 富士通 IP-Knowledge 情報系 

文書管理 ＮＥＣ G-PRIME 情報系 

 

 ⑵ 規模要件 

下記アカウント数及び端末数での利用でアクセス集中時にも安定的に稼働すること。 

① 利用職員数（アカウント数）：約６００名 

  ② クライアント端末数：約６００台 

 ⑶ 性能要件 

  ① 「⑵ 規模要件」に示す職員数及びクライアント端末数での運用において安定的か

つ迅速に処理できる性能を有していること。 

  ② 操作における応答時間は、ユーザーにストレスを与えないレスポンスを確保する

こと。 

  ③ 画面遷移及び表示はアクセス集中時においてもおおむね５秒以内とすること。 

  ④ オンライン処理中にバッチ処理を実行してもオンライン処理への影響がないこと。

ただし、データベースを大幅に更新する処理、セットアップ処理等の場合を除くもの

とする。 

 ⑷ 機能要件 

別紙「機能要件一覧」に定めるところによる。 

 

５ データ作成・移行 

 ⑴ 前提事項 

  ① 現在当市では庶務事務システムを導入していないため、現行システムからのデー

タ移行ではなく、ゼロベースからのデータ作成を基本とする。 

  ② ①を基本としながらも、現行当市において運用している人事・給与システム及び財
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務会計システムにおいて使用しているデータ抽出について当該システム運用企業か

らの支援を受けて、作業の効率化を図るものとする。 

  ③ ②については、当市において各システム運用企業への支援要請のはたらきかけを

誠実に行うものとする。 

 ⑵ 役割分担 

   データ作成に関し想定される作業項目と役割分担は、以下のとおりである。 

 ◎：実施（主担当）、○：協力又は支援（副担当） 

№ 作業項目 概要 当市 受託者 

１ 計画の策定 

作成データに係る対象範囲の特定、作

成方法、作業の洗い出し、体制、スケ

ジュールの作成 

○ ◎ 

２ 設計・開発 データ作成ツールの設計・開発 － ◎ 

３ 作成 

不正、不要データの調査及び是正並び

に関連システムからのデータ抽出を含

めたセットアップデータの作成 

◎ ○ 

４ 取り込み システムへの取り込み － ◎ 

５ 検証 取り込み結果のエラーチェック － ◎ 

６ 確認・修正 取り込み結果の確認及びエラー修正 ◎ ○ 

 

６ テスト運用の実施 

システムの本格稼働直前まで取り込みデータが確定しない（変動の可能性がある）こと

を踏まえ、暫定データを用いた取込み手順の確認、作業時間の測定、動作検証等のテスト

運用を実施すること。この場合において、操作研修の一環も兼ねて実際に当市職員の端末

操作による検証の機会が確保されていることが望ましいものであること。 

 

７ 操作研修 

 ⑴ 研修計画を作成し、事前に当市の承認を得ること。 

 ⑵ 各所属の庶務担当者（１００名程度）を対象とした操作研修会を実施すること。 

 ⑶ 研修会の内容は、原則として受講者が端末を実際に操作して行う内容を含んだもの

とすること。 

 ⑷ 研修会で使用するテキストは受託者が準備すること。 

 ⑸ 研修会の開催回数は、１コマ当たり１．５時間～２時間程度とし、２コマ／日×２日

＝４コマ程度とすること。 

 ⑹ 研修会場、使用するクライアント端末、プロジェクター及びスクリーンは当市が準備

するものとする。ただし、研修内容に応じて当市と十分に協議を行うものであること。 
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 ⑺ 必要に応じ、オンライン研修、動画配信による研修など対面を回避した研修手法の提

案があること。 

 

８ 保守・運用支援業務要件 

 ⑴ 体制 

   保守・運用に係る業務全般を円滑かつ迅速に行うことができる体制を確立し、当市か

らの連絡・問い合わせに対応する一元的な担当窓口を設けること。 

 ⑵ 稼働時間 

   本稼働後５年間について、（早朝、深夜、週休日、休日の勤務に対応するため）原則

通年（３６５日）及び終日（２４時間）とする。ただし、バックアップ、システムメン

テナンス等によるサービス停止の場合はこの限りでないものとするが、この場合にお

いても土曜日及び日曜日並びに休日（１２月２９日から翌年１月３日までを含む。）を

除く午前８時から午後６時までの稼働を確保するものとする。 

 ⑶ バックアップ 

  ① 日次を基本とした最適なスケジュールにて実施すること。 

  ② バックアップしたデータは７世代以上の管理が行われること。 

  ③ 災害に備え、バックアップデータの遠隔地保管に配慮されていること。 

④ 障害発生時には前日又は直近のバックアップ時点の状態に復元することができる

こと。 

 ⑷ 会議体 

   受託者と当市とを構成員とする会議体を設置し、システムの稼働状況、データ管理状

況、問合せ対応状況、障害対応状況、保守対応状況等の運用保守実績の記録及び評価の

情報共有を行うため、当該会議体による会議を月１回以上開催すること。また、是正、

改善すべき事項がある場合は、是正、改善案を提示すること。 

 ⑸ 障害時対応 

  ① システムに障害や異常が発生した場合は、速やかに１次切り分け及び対応に着手

し復旧に努めること。 

  ② 復旧後は必要に応じて動作確認等を行い、障害対応の内容及び結果について当市

に報告すること。 

  ③ 障害発生の事案の収集に努め、是正措置・再発防止措置を講ずること。 

 ⑹ バージョンアップ等 

  ① 制度改正（当市の条例、規則等の改正を含む。）に伴うシステム改修については、

本件業務に含むものとし、当該改修に要する費用も含んだ価格提案とすること。ただ

し、プログラム構成に大幅な変更を必要とする改修については、当市と受託者におい

て別途協議するものとする。 

  ② 機能要件に示した機能を実現するためのカスタマイズについては、本件業務に含

むものとし、当該カスタマイズに要する費用も含んだ価格提案であること。ただし、
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追加費用の発生を伴うカスタマイズについては、機能要件回答書に当該追加費用の

額を明記すること。 

③ ①のうち、地方公務員法、労働基準法等の当市に適用される法令の改正及び国家公

務員の制度に準拠した改正に伴う改修については、原則としてバージョンアップ又

はリビジョンアップにより対応するものであること。 

 ⑺ マニュアルの作成 

運用、操作に関するマニュアルを作成し、随時改訂すること。 

⑻ ＯＳ等のバージョンアップへの対応 

   クライアント端末のオペレーティングシステム、ブラウザソフト等のソフトウエア

にバージョンアップがあった場合、システムの正常稼働を保証するとともに、必要な対

応を行うこと。 

⑼ データセンター要件 

  ① 日本国内に所在していること。 

  ② 自然災害の影響を受けにくい場所に立地していること。 

③ 火災検知・消火設備を設置し、適正な防火対策を行っていること。 

  ④ 空調設備を有し、温度や湿度を適切に保つことができること。 

  ⑤ 複数系統受電、無停電電源装置、自家発電設備の設置などの停電対策を講じている

こと。 

  ⑥ 障害発生時における発生から復旧に至るまでの連絡体制を構築していること。 

  ⑦ 施設への立入りは許可された者とし、すべての入退室を記録・監視していること。 

⑧ 当市の求めに応じ、データセンター内に立ち入り、設備の検査等を行わせることが

できること。あるいは、代替措置として情報セキュリティ監査報告書等を提出するこ

とができること。 

⑽ 情報セキュリティ要件 

  ① システムの利用にあたっては、ＩＤとパスワードによる認証あるいはこれに類す

る認証を必須とすること。 

  ② 各職員の職務や職位に応じたアクセス制御を実施し、不正接続、情報漏洩、データ

改ざんを防止する措置を講ずること。 

  ③ システム操作履歴等の各種ログを確実に記録すること。 

  ④ システムへの不正アクセスやウイルス感染の監視を行うことができ、必要に応じ

当市へ連絡する体制を確立していること。 

 

９ 成果物 

 ⑴ 庶務事務システム 一式 

 ⑵ プロジェクト計画書 

 ⑶ データ作成・移行計画書 

 ⑷ テスト運用計画書 
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⑸ 研修資料 

 ⑹ 会議録 

 ⑺ 運用・保守マニュアル 

 ⑻ 操作マニュアル 

 

１０ 契約期間終了時の措置 

 ⑴ 受託者は、本契約終了時において、次期システムに引き継ぐべき各種データの抽出し、

次期システム提供者に提供すること。この場合において、抽出するデータのフォーマッ

ト、提供時期等については当市と受託者とで別途協議することとする。 

 ⑵ 受託者は、本契約期間終了後、システムに保存されたデータを完全に消去すること。 

 

１１ 特記事項 

 ⑴ 機密保護 

   当市及び本件業務の受託者は、業務遂行上知りえた秘密を他に漏らしてはならない。

契約期間の終了後も同様とする。 

 ⑵ 知的財産権の帰属 

   本件業務の成果物に係る著作権（著作権法第２１条から第２８条までに定める権利

を含む。）は、汎用的な利用が可能なもの及び受託者が従前から権利を保有しているも

のを除き、当市及び受託者の共有とする。 

 ⑶ 一括委任又は一括下請けの禁止 

   本件業務の受託者は、業務の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請け負

わせてはいけない。 

 ⑷ 疑義の解消 

   本書に定めのない事項又は疑義が生じた事項は、当市と受託者が協議のうえ定める。 


